
  

平成２６年１月３１日 

国 土 交 通 省 

 

奄美群島振興開発特別措置法及び小笠原諸島振興開発特別措置法の一部を 

改正する法律案について 

 

 

１．背景 

奄美群島及び小笠原諸島の特殊事情に鑑み、その振興開発を進めるため、奄美群島振

興開発特別措置法及び小笠原諸島振興開発特別措置法の有効期限を平成３１年３月３１

日まで延長するとともに、交付金制度の創設等の措置を講ずる。 

 

２．改正の概要 

（１）法期限の延長（奄美法・小笠原法） 

法の有効期限を平成２６年３月３１日から平成３１年３月３１日まで５年間延長す

る。 

 

（２）地域が自らの責任のもと主体的に施策を実行する仕組みの創設 

①奄美群島振興交付金の創設（奄美法） 

ソフト面を中心に、自らの責任で地域の裁量に基づく施策の展開を後押しする仕組

みである交付金制度を創設する。 

②市町村産業振興促進計画の創設（奄美法、小笠原法） 

産業振興促進計画の認定を受けた市町村には、特例通訳案内士等の法制上の特例措

置及び税制上の特例措置を認め、市町村の産業振興に係る自主的な取組を国が支援す

る。 

 

（３）定住の促進に係る支援措置の充実等（奄美法・小笠原法） 

   法律の基本理念を創設、目的規定に「定住の促進を図る」旨等を追加するとともに、 

介護、医療、防災、自然環境保全、エネルギー対策、教育に係る事項を配慮規定に追

加する等、定住環境の改善に向けた規定を措置する。  

 

（４）国等の支援体制の強化 

国及び地方公共団体の責務規定を創設 （奄美法・小笠原法）するとともに、奄美法

の主務大臣に、厚生労働、文部科学、経済産業、環境の４大臣を追加する。  

 

３．閣議決定日 

平成２６年１月３１日（金）  

 

問い合わせ先 

国土交通省国土政策局特別地域振興官付 

課長補佐 三重野、髙崎、笠間、池田 

連絡先：03-5253-8111（内線 29-725）

直 通：03-5253-8423 


